




































































































































平成 19（2007）年 企業会計基準第 12号「四半期財務諸表に関する会計基準」設定
10
純資産
自己資本
新株予約権・少数株主持分
株主資本
有価証券等評価差額
新しい会社法および会計基準のもとでの財務諸表の体系は，次のとおりである。
損益計算書，貸借対照表，株主資本等変動計算書，キャッシュフロー計算書
また，新しい会計基準のもとでは従来の貸借対照表「資本の部」も大きく変わることと
なった。従来の「資本の部」は純資産，株主資本そして自己資本と同額であった。しか
し，新しい会計基準のもとでは，「資本の部」は「純資産」と名称を変え，内容も次のよ
うに変化した。
これによって純資産，株主資本，自己資本の等号関係はなくなった。
むすび
近年，わが国の会計基準は大きく変わりつつある。その根幹にあるのは会計の国際的調
和化，すなわち国際会計基準へのコンバージェンスであると思われる。それは取得原価主
義から時価主義へ，また，収益・費用アプローチから，資産・負債アプローチへの転換に
より，これに伴って当期純利益か包括利益かの問題も生じている。このような大きな時代
変化のうねりの中で，わが国の会計制度は大きな変革を遂げつつあり，専修大学会計学科
あるいは専修会計学が，今後さらに大きな役割を果たすことが望まれる。
注
1） これは専修大学経営学部の会計教員との共同によるものである。
2） 企業会計原則による場合の財務諸表の標準様式と作成方法を定めたものである。
3） 正式には「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則・同取扱要領」をいい、証券取引法の規定（第 193
条）に基づいている。有価証券届出書および有価証券報告書はこれに基づいて作成される。
4） 今日では，次の 3つに変った。金融商品取引法会計，会社法会計，税法会計。
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